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高度成長期の経済政策構想
ーシステム選択としての所得倍増計画i

藤井信 幸

はじめに

経済発民において公共投資が重要な役割を!来たすことは広く認められているが，経済成長が急

であった戦後の日本の特徴は，公共投資がマクロ経済計11Hjの11標を達成するための政策子段とし

て明確に位置付けられるようになったことにある。すなわち， 1955年に決定された「経済t'l立五

ヶ年計IfhjJ以降，数年ごとに策定されるようになったマクロ経済計画は，社会主義国における指

令型経済のそれとは異なり，公共投資を「計Ifllj全体の牽引率とし，民間資本を誘導していこうと

いう思恕J川二基づくものであった。しかしながら，そうした高度成長期の公共投資のあり万につ

いては誤解されることが多い。 1962年に「地域聞の均衡ある発展」という基本目標を掲げる全国

総合開発計両(一全総)が策定されて以後 l手|土の均衡発展を目指す同士計 l叫が 4次にわたって

展開されてきたため，あたかも 1960年代以来，一貫して地域間の均衡発展をH的に公共投資が池

方固に優先的に配分されてきたかのように錯覚する論考が後を絶たないのである(たとえば原勲

[1999J， pp.16Eト166)。

高度成長期における公共投資について何よりも重視すべき点は，効率性を重視して大都市聞と

その周辺地域に慢先的に配分されたことにあり(藤井信幸 [2001J，pp. 7-8) ，それは行政投資の地

域配分を見ればただちに判明する明白な事実である。にもかかわらず上記のような誤解がしばし

ば生ずるのは，単にデータの観察が不卜分であるというだけでなく そもそも高度成長期におい

て公共投資の枠組みとなったマクロ経済計IIIlj，特にlfl民所得倍増計両の策定の経緯や構想に対す

る理解不足に起因しているように思われる。たとえば本間義人 [1999J は，地域聞の均衡発展を

1) rエコノミスト j1960年11J 12911 ¥1. p.30， 
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目標として掲げた一全総を，所得倍増計画の実現手段と見なしている(第 l章L しかし，所得倍

増計画の公共投資計画は太平洋岸ベルト地帯構想、に基づいていた υ 橋本寿朗が指摘したように

経済に介入する政府の役割には二つのパターンがあった。一つは民間の経済主体の活動を支援す

る役割，もう一つは相対的に劣位にある民間経済主体への保護・助成であるが(橋本寿朗

[2001J， p.181)，一全総の理念は後者，所得倍培計画とベルト地帯構恕は前者にそれぞれ属す政

策であって，その意味で両者は補完的というよりはむしろトレード・オフの関係に近いご

一全総の策定は，成長拠点を全国に分散させようと主張するグループが，太平洋・瀬戸内海沿

岸に成長拠点を集中させようとするベルト地帯構想に反発したことが契機となっていた。そのた

め，所得倍増計画を閣議決定するための政治的代償として，池田勇人内閣がやむをえず一全総の

実施を受け入れたにすぎない。かといって一全総をその理念どおりに実施すれば，地方固におけ

る公共投資が優先されるため，大都市やベルト地帯の社会資本不足が経済成長の“随路(ボトル

ネック)"となり，国民的合意となった所得倍増計両の実現が妨げられる恐れがあった。それゆえ

一全総が，所得倍増計両の設定した政策的枠組みの外に大きく踏み出すような公共投資のマスタ

ー・プランとなることは，そもそも不可能であり，実際にも一全総は骨抜きを余儀なくされたの

である、野口15紀雄[1995]は， i市場機構の有効性や選択の自由jに百定的であった自由民主党が

戦後，地方中心の公共投資を通じて地域間格差の是正という摩擦調整をおこなってきたと主張し

ているが2) 高度成長期に関する限り，この主張もまた事実に反しているハ

太平洋岸ベルト地帯構想に基づく公共投資計画が所得倍増計画の一環をなしていたのは，香西

泰が指摘しているように，池田の「高度成長への自信と近代化への展望」が「自由な企業活動へ

の信頼を基礎としていたJからであろう。それゆえ「倍増計画や自由化計画は，日本株式会社の

政策宣言としてよりも，日本におけるリベラリズム浸透のドキュメントとして読むべきjだと香

西泰 [1981Jはいう (p.149)， 

最近開拓が精力的に進められている戦後政治史研究においても，こうした所得倍増計画の理念

や構想が正確に理解されているとはいえない。所得倍増計画をめぐる政治過程に関する代表的な

先行研究として，内外の膨大な資料を駆使した樋渡由美，空井護，中北浩爾 3氏の論考があげら

れる3)。樋渡は日米関係の影響を重視し，また空井と中北は戦後のマクロ経済計画の連続性・一貫

性を強調しているが，これらの論考はいずれも，所得倍増計画の目的や，所得倍増計画が日米安

2)聖子LJは「高度成長を可能にしたマクロ経済的な条件Jは， i財政の規模を最小限に維持jされたため「財政部門が大幅な資金

不足部門とはならなかったJ(p.109) と述べる一方で，公共投資の役割をボトルネックの解消とj也j或1m絡差の縮小に求めてい

る。しかし.限られた財政資金て'[Ilij者を実現することは不可能であり そうした解釈ではえ;平洋岸ベルト地帯構怨の是非と

Lミう所得倍噌計l両に関する最大の争点を無視することになる。

3)樋渡由美 [1990]，空井議 [1993]，中北治例 [2000a] [2000b] [2001]。

4)中村隆英 [1993b]，pp.510-511，橋本寿f1Il[1998]， p.6o 
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117i度成長191の経済政策+bi恕

保問題で動指した i55ij二体;WJJを安定させたり似拠を卜うよに説明していない、竺)十が指摘するよう

に，たしかに所得倍WIrilill!j以前のマクロ計ill!jも高率の経済成長率を掲げ産業基盤の整備を重視し

ていたし，池fFl内閣以前にすでに悩川起夫や伴内閣が所得借用をiJIJlI¥していた。それゆえ一見，

単に高成長政策が続いていたにすぎなかったかのようにはえる。しかし池山内閣以前の~hllJj は，

[<';1定為替相場制の制約を配慮:した↑~'i 丞な政策運営の実行を約束するものであり.Ut論の強い支持

を得たわけではない また，伴内1!'!'11I，1'に自民党内の経消ぷl育会が策定した所併併用計[llJjが棄却さ

れた経緯はlり j らかにされておらず.その基本H，~~ぷがはたして池山|人41~1の倍増計Ifl!j と軌をーにして

いたか否かは定かではなL山】さらに，池川政権に対抗しようとした社会党は，所得倍増計Illlj以上

の高水準の成長率を約収する長WL11i1hjを掲げながら，れIjLi， I耳民の支持を得られず長期j衰退の道

を辿っていくことになる(原彬久 [2000])。

つまり. ~í争干勺勺}人点!，‘

テム如何でで、あ lりJ. その点において所1得守1倍奇明用g計i州11山刈h同Ijiは立社会党のJ計計hl耐I性山削I!判Ij案よりも多くの支持を{得守' また，

それまでのマクロ計IlhjにJ-ヒべても倍増計 Illljは[r[l(に強くアピールする機恕を {iしていたのではあ

るまいか。それゆえ ji}r俗的J抗日"[llljを字義どおりに「所得の二倍論」と解したり，単なる IlE成長

政策と見なすべきではないであろう n 言い換えれば 所得倍用計[lhjという形で表現された政策構

必に注目する必要があり，新 11 米安保条約締~:il jJI\J題により動指した i/ i. 一五年体 a日JJ を池川内閣が

再強化しえた絞拠は，その備担に求めるべきであったように思われる c

本稿では，先の許r'可の指摘を Fがかりにしながら所N併用計 Irf!1の策定経緯，池川勇人とそのブ

レーンの政策構想およびそれに対するジャーナリズムの反応を検討するとともに，所得(i¥WI，i十l出i

に対立し敗れ去った社会党の経済，ilill!jの問題点を与察する。

1. 新長lYJ経済百，'jlhiとjIJI-il打青増，Hplri

1-1 新長期経済計画の策定

高度経済成長は1950il二代半ばに開始したが サ初は 高成長の持続が予見されていたわけでは

なく，むしろ日本経済の前途に対する偵震な比Jjが，政府やエコノミストの11"1では大勢を Iliめて

いた乙それを象徴するのが1955年121Jに鳩山一郎内閣が決定した経済自立五ヶ年計画iで、ある。こ

れは正式決定された戦後最初の経済社Iflljで，その名称からただちに察せられるように「経済白

夜J.つまりいl際収支の不均衡是正と完全雇川をlriJ時達成することを !l的とし，年、Ft!;J実質 5%の

成長を目標に帰げていた。 1955年の成長率は一般に7-8%と予測されており .5%という fliJrlJ-r函の

5)'告JI'~程 [1993] は， 1114ヵI1という WWlII¥lri、lに卜沿な数，{:(I'J先付けをf'l'った政I{.f)，正本榊fむを作成できjなかった.という伴内

11¥1のいわば公式見解を吉(!i{liどおり受け人れている
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11 際成長率は「慎重あるいはl人~'Iinuに見積ってj 算出されたものであったという。もっとも， m*

経済新聞』は5%にすら懐提的で， i l1本経済の成長率は詳述J!日%とみられているjうえに， i現{E

のような好調が今後五年とか六年とか続くかどうかわからjず それゆえ「必ずしも控え日とば

かりはいえなLリと述べている~

これに対して，鳩山内閣に代わって1956年12月に発足した{I橋湛山内閣は，党内で台頭しつつ

あった積極政策を(大蔵お財政史室編 [1994]，pp.305-319) ，その基本政策として掲げた。!JiJ内閣

は短命に終わり翌1957年 2JIに政権は岸信介内閣に移ったけれども 蔵相は石矯内聞から引き続

き池IU勇人が務めた c 池1I1は前!人.Jtlklの策定した1957年度子算案を継ノホして「千億減税，千億施策u
を掲げ，大規模な減税の実施とともに陥路打開のために公共性資を拡大する意向を示した。この

方針にはインフレ警戒からの批判が後を絶たなかったが 池山は議会で「国民所得に対する割合

からすれば従来になL、ほど、小さい予算でインフレの心配は絶対になLリ"と反論した〕

たしかに，物価のJl驚貴はただちに輸入の噌加を招き，ただでさえ出しい外貨事情をさらに悪化

させる恐れがあった c 経済I'I立五ヶ年計[rIljにおいて実勢よりもfti;¥、成長率が掲げられたのも，そ

のためであった二現実にも 1957年上半期に景気は過熱気味になり 物価の上昇が目立ち始めると

ともに，国際収支は大幅な亦字となった(同 1)。

l刈l 経常収支，成長率，インフレ率 (1956-60年)
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注) 1.経常収支は， 1ノ;!!GN E1t1の経常海外余剰。

2.実質成長率は，実質GNEの対前年IriJl9JWIIJIl本。
3.インフレネは， GN Eデフレータの対前年"i!JgJUIーや:。

I1'，典)経済介川1jli編[1991Jより作成。

6) r 11本経済新IltlJ 1955年1211(I 11。

7) r 11本経済新|昔lJ 1957年211 5 11 0 
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111度成長Wlの経済政策jT'i:tLl

こうした事態への対応として，まずr1本銀行が公定歩合を 2度にわたって引き上げた F それで

も池田は， í投資熱を tJ[Iえるための引上げだ J と述べると同 JI~l' に， i投資熱を事jlえるといっても，

政府の財政投融資計 l証I1の繰延べや圧縮を行う考えはなLリメ)と，なお強気の姿勢を崩さなかった

池田によれば，国際収支が「上半期にJ41くなることは11初から予定されたことだが，悪化の程度

が予想以上であったために，公定歩合を引上げ」たのであって，それは「予算と!財!吋才政投融資を計

画通り遂行するための対策でで、もあつた」ヘ しカか、し，金副融!の引き料締j反め〉にもカか、カかhわらず凶際収支の赤

字が拡大し続けたため， 6 円に人ると政府は士丸対、.~.策に本!腰l陵要を入れるようになつた まずず、，不急占品古の

輸入に課せられる輸人担1保呆率が大却11幅|隔厄に引き卜.げげ、られたi川"川1)九)

急急、にとりまとめることを各I間苦剖lf僚奈に要望し，それには池山も同意せざるをえなかった11) さらに，

閣僚懇談会で「国際収支改善緊急対策jが決定され，財政投融資の15%が繰り延べられることと

なったのである山二

以 tのような外貨事情悪化への一連の対応策が， i池川財政批判」山を増幅させることになるの

は当然の成り行きであったといえようこ 1957{lマけには内閣改造がおこなわれ，池1[1は事実上，更

迭されて閣外に追われた 11) 後任には，池山に批判的な-)j川尚登が就任した(大蔵省財政史室

編 [1998J，p.119)。そして岸は，改造内閣の初閣議後に il玉l際収支の不均衡を速かに是正すると

共に，新たに経済の安定と均衡確保を第一義とした長期計Iflljを樹て.持続性のある経済の発展と

雇用の増大を実現したLリという議話を発表した15)

経済自立五ヶ年計IltlIは，成長率を低く見積もりすぎて現実にそぐわなくなったが，さりとて現

実の高成長率をそのまま足認しようとした池[11の「積極財政Jは， llil際収支の悪化を招いてしま

ったーそこで岸は，対外均衡と r11i]伝riJ能な経済成長，1I"11IJjを新たに策定する方針を示したのである

内閣改造について ru本経済新聞』の社説が， i新蔵相は全力をあげて危機打開に当るべきであっ

て，その成否は単に蔵相一人の政治的生命を左右するばかりでなく，内閣そのものの運命にも重

大な影響を与えることを知らなければならぬJ1h)と述べていたように，経済運営の基調修正は，

岸内閣の命運がかかった重要な問題となっており，新たな経済計 Irhjもまた，その一環に位置付け

られねばならなかったのである F 新計Ilhjは， 1957年8月に経済審議会に対して諮問され，同審議

8) r朝日新聞~ 1957年斗月 8110

9) r朝日新聞~ 1957iJ' 5 1116110 

10) r東洋経済新報j1957可Gn 15日行， p.120 

11) r朝日新聞j1957年611111 J v 

12) r宇iflH新聞1J1957'1二 61120lL

13) r LI本経済新聞j1957年 G111511， 

14)蔵相に l占l執していた池山に • j-I三は他の|主IflItへの横il'tりを安請したofjfijgU'，哉 [1985]，]).1370 

15) r朝日新fl¥ll1957'1'7111 IfL 

16) rH本経済新聞j1957年7f11l11o
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会は同年11月に内閣に答申をおこなった。これを承けて12月，岸内閣は「新長期経済計画」を決

定したr

新長期経済計IffJIの日的は， I経済の安定を維持しつつできるだけ高い経済成長率を持続的に達成

することによって， D;I民生活水準の着実な向上をはかりつつ，完全雇用の状態に接近すること」

(経済企画庁総合計IrI!I局編 [1957J，p.3) に置かれた。「経済の安定jとは，以上の経緯から察せ

られるように，物価の安定と対外均衡の両立を意味している。そのため 目標成長率は1958--62

年度を対象に年平均実質6.5%と，経済自立五ヶ年計画の目標成長率5.0%と1957年の実績7.5%の

ほぼ中間に設定された、過去の成長実績について，この新計 If討は I[昭和一一引用者 以下， [riJ様〕

31年度までの 5年間の平均をとれば年率 9%に及ぶ成長があったけれども，これは主として戦争

による荒廃からの復興過程に原閃してjおり今後は難しい(経済企l函i庁総合計画局編 [1957J，

p.4) ，と説明している。要するに，二搭I1のマクロ経済誌|抽iにおいても，抑制的な経済運営の方

針を国民に示さざるをえなかったのである

1・2 国民所樗倍増計画の策定

引き締め政策が功を奏し， 1957年末以降は同際収支の黒字が続いたが，その反面， 1958年に成

長率はかなり落ち込んで、3.5%の低水準となり，物価も低落して「なべ底景気」に陥った。しかし，

1958年の第4間半期から景気が好転し始め， 1959年に入ってからは景気拡大のピッチが日に見えて

速くなった。高度成長期における 2度11の大型ブーム，すなわち岩戸景気に突入したのであるむ

しかも物価は安定しており， IEII捺収支も悲化する気配がなかったc 少なくとも 1959年は，高成長

と物価安定，国際収支の均衡とを両立させていた(1ヌ11)。

そうしたなかで池田は， r読売新聞』に掲載された中山伊知郎の論文川こ触発されて， I月給二

倍論」を提唱した内池田は， I経済発展の原動力は設備投資にあり……設備投資を抑圧するよりは

生産性の向七に見合った賃金の引 l~げや道路，港湾，住宅などの新設によって悶内の有効需要を

積極的に増大させることが必要j凶であり，それゆえ「最近いわれている『月給二倍論jに賛成」

叩)だ，と語ったとそれは，政府が実施中の新長期経済計 11百iに対する批判を意味していた加)υ すなわ

ち，I [昭和〕二十八，九年ごろを境にして f1本経済の底はよほど深くなり，設備投資の振興によ

って供給力がふえ，インフレの心配は全くなくなった。むしろデフレの懸念が出ているコところ

が企画庁はじめ政府首脳は相変わらず物が足りなかった時代の頭で政策を立てているものだから

17) Li1i-疋新lJ¥ll1959'1. 1 J 1 :1 11っ

18) r JI本経済新IlrU1959fJ.2 J 123日。

19) r朝11新IItll1959>1-2 ) 12311 c 

20) r JI ~経済新聞~ 1959>/-2 ) 12411夕刊。
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出度成長J~lの経済政策構1U

憶病すぎる政策となりJ，そのあtj¥t!:として「実力のついた bl本経済をまたもや不当に抑圧すること

になるJ21)，というのである。

この論旨は1957年度の予算編成 fj~j と基本的に同一であるが， IriJ年度予算が各方面から批判さ

れたのに対して， I月給二倍論」の反響(立大きかった， rエコノミスト』誌は「池田勇人氏の『賃

金二倍論』は語調のよさも手伝ってか，貧乏サラリーマンに対する耳よりな話として各方面の話

題となった。確かに政治的スローガンとしては近来にないヒットだJ221と伝えている。

このように，岸内閣の経済運営を批判する池IIIの「月給二倍論」が人気を博するなかで，岸は

「所得十ヵ年倍増計画」を日日え始めた 01-昧準之輔 [1969J，p.401)。実力者で反主流派の立場に

あった池山と提携し，政権を安定させるための政治的妥協であったという則。事実，岸は1959W

6JJの参院選後の内閣改造に際して池山を通産相として入閣させる一}j， 記者会見において，安

保条約の改定などとともに liIJ民所得を倍f皆させる諸政策を忠実に実行する」刊という公約を掲

げた。なお，岸が[月給二倍jではなく「所得倍増Jと表現したのは，池HJに対立的な自民党幹

事長福田起夫の進言による c 生産1(1Iを重視し「生産力倍増」をJ11-¥えたのが「所得倍増」という名

称の由来だと，福田起夫[1995Jは説明している (p.126)G しかし，主な政策手段が公共投資であ

る点、など池l卦の「月給二倍論jと大差なく，この“改称"が，弘i川をはじめとする岸派の池田へ

の対抗意識の表れ以仁の意味を持つわけではない。

さて，池田は 6月の初閣議で， I長則計 Irlriの年数を十ヵ年とする品ーfllの案に対し『十ヵ年以内で

達成できる』旨強調，十ヵ年の文字を公式発表から削ったJ25)という。初閣議後の記者会見でも，

蔵相の佐藤栄作が「経済政策はともかく着実に一歩一歩進めて安定成長を遂げることがいちばん

大切」と語ったのに対して，池山は「経済の成長は早いにこしたことはないJ26)と述べ，さらに

新聞記者の取材に対しでも， Iあまり成長を押えるようなことばかりいわずにここらで自由で自然

な経済の成長をながめてみたらいいと考えているのだ。また生産拡大の基礎となる有効需要の増

加は別にこれを喚起するために積傾的な手を打つ考えはなく，ただれ然に増加してくるようなな

場ミを提供すればいいのじゃないかJ271と語り，そのための公共事業の必要性を力説している。

岸は自民党内に設置された経済調資会に，所得倍増構想の具体化を託した G 同調査会は1959年

10月に「国民所得倍増計l而iの基本構想」を決定したが拙，池山と佐藤栄作は，裏付けとなる財政
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などの具体的データが欠けている点に難色を示した制。ジャーナリズムも「自民党の計画は政策

論が概して抽象的であり，総花的であって物足らない。所得倍増計画のもっとも重要な点がボケ

ている感じ」制， rあまりにも多くのことを羅列しているので，重点がぼやけているJ31)と批判的

であったF

重要なのは，この自民党案では， r国内的には治山治水など国土のあらゆる面の強化発展，大都

市集中傾向の緩和，産業経済の基盤の拡充改善などにつとめ，かつ雇用の増大を図る」などと，

政策の基本方針が地域聞の均衡発展を促すことに置かれていた点であるーその事情を新聞報道は，

「最後まで難航したのは農工問および地域間の較差是正問題で特に経済調査会のなかの農林関係議

員が企画庁案の大法人慢先，工業重点主義に対して農業生産の見通しが低すぎることを強調し，

工業の成長率とのバランスをどう調整するかが最もモメたJ:l2)と伝えている。現実問題として，

地域聞の均衡発展のために公共投資を地方圏に分散させることは 成長の陥路となっている大都

市圏の社会資本の不足を放置し，かえって成長を抑制する恐れがある f つまり，この自民党案は

成長促進よりも社会政策的な配慮、を優先したといってよいであろう。ジャーナリズムの「総花的」

「重点がぼやけている」などといった批判や池田の反対の理由は 一つにはこのように成長促進に

プライオリティが与えられなかった点にあったように思われるじ

やむなく岸内閣は「原案を白紙に戻しJ33)， 1959年11月あらためて経済審議会に対して「国民

所得倍噌を目標とする長期経済計画いかん」を諮問した。そして経済審議会は，多数の官僚，財

界人，学識経験者などを動員して慎重な調査・検討を繰り返し， 1年という前例のない長い歳月

を費やして翌1960年11月に池田内閣(同年 7月発足)に答申をおこなった。

経済審議会の答申書における公共投資計画の最大の特徴は，太平洋岸ベルト地帯構想、を掲げ大

都市圏への公共投資の重点的配分を強く政府に要請したことである。それは， 1959年の自民党の

調査会案が産業および国土の均衡発展を促す公共投資を企図したのと対照的であった。もっとも，

この答申に即した倍増計画を閣議決定しようとした池田内閣に，自民党政調審議会が不満を表明

したため， 11月29日に予定されていた閣議決定は見送られた刷。自民党側が特に反対したのは，

「倍増計画のカナメともいうべき地域間および都市と農村との聞の所得格差の是正策jに関わる点

で，具体的には第ーに「産業立地，工場分散の具体策が明らかでなLリこと，第二に「農林水産

業向け公共投資……が少なすぎる」ことであった町~要するに 官僚・財界人・学識経験者が中

29) r日本経済新聞A 1959if10 Jl221!。

30) r LI本経済新fllH1959年10月17110

31) r東洋経済新報j1959年10月2411，p.18o 

32) WII本経済新聞11959.fF10月17110

33) r日本経済新聞j1959年101129日夕刊。

34) f毎11新聞j1960年11}j29f1。

35) r毎日新flHl1960年llJl3011。
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1日i度成長時|の経済政策構1U

心となって作成した計画案に 自民党のなかの均衡発展派が反撃に出たのであるつ

そのため「国民所得倍噌計画jの閣議決定は難航し，予定よりも 1ヵ月遅れて12月27日となり，

しかも閣議で決定された倍増計画は，経済審議会の答申に基づく「本文」に，さらに「別紙」が

加えられ冒頭に掲げられることとなった この「別紙jでは，計酬の 11的について「農業と非農

業，大企業と中小企業間，地域相互聞ならびに所得階層聞に存在する生活上および所得上の格差

の是正につとめ，もって国民経済と国民生活の均衡ある発展を期jすこととともに，以後の経済

運営に当たってこの「別紙」が政府の指針となることが明記された(経済企両庁編 [1961J) 一

見，地方固における公共投資を重関する自民党の均衡発展派の要求が通り，前述の1959年の「国

民所得倍増計画の基本構盟、jに再び立ち戻ったように見える ν しかし，本文が修正されたわけで

もなL、。「別紙」が付されたため投資の効率性，格差是正のいずれに公共投資や地域開発の重点、を

置くのかが暖昧にされ，問題の決着が先送りされたのである(藤井信幸 [2001J，pp. 13-14J)っ

2. 池田グループの政策構想

2・1 成長率

公共投資の地域配分をめぐって自民党内で対立が生じたことの意味を理解するためには，池田の

「積極財政」構想を明らかにする必要がある

まず，池田の所得倍増構想の出発点ともいうべき1957年度予算の編成方針を見ょう(大蔵省財

政史室編 [1998J，p.ll1)。池田は，同年度予算に対する「インフレ財政jという批判に，次のよ

うに反論した 2 そもそも「個人の創意工夫を生かし，民間の自主的な活動による経済の繁栄と調

和を期待するのが，自由民主主義の建前でありJ，r経済発展の支柱」はあくまでも「民間経済の

活発な活動であるj。それゆえ「財政は余計な干渉や安易な助成を避けるJべきであるが， i民間

経済だけが仲びたのでは，釣合いのとれない不合理のおこる恐れがあるJ(傍点ママ}特に，成

長の支障となっていた公共投資不足には， i経費を重点的に，効率的に使うことが必要である」

ただし，社会保障については「自己責任の原則が，まず前提」であり， r対症療法的な救済政策は

なるべくやりたくなLリコ 1957年度予算は自然増収による「歳入の増加をギリギリのところまで見

た」にすぎず，健全財政は維持されており， 1956年度のように「自然増収にともなって国庫の引

揚げが大きく，民間金融を圧迫する」ことはない川 η また，こうした財政政策によってインフレ

や国際収支の赤字を恐れる必要もなLミc r国民から集めただけ使うので別に心配はいらない。むし

ろ，使わなければ，それだけデフレ的に作用するんとはいえ， r減税はやり，消費はふえた，だ

36)池田は，公1長発行の必要性を完全にはFi定していなかったけれども，一般会計における公依発行は明確にFfiEしていたc 大

蔵省財政史室編 [1994].p.316-

zd 

「

D



が蓄積には廻らない，という状態ではまことに困る……まず何よりも蓄積が必要である」と述べ，

供給面への影響を期待する。そして，国民はいたずらに状況を悲観せず「日本経済はさらに発展

するという自信と希望を持って」ほしい，と訴えたのである(池田勇人 [1957J，pp.101-104)。

要するに， I小さな政府」を維持しながら政府はその限られた財政力を公共投資の拡大に集中さ

せて，経済成長を促すというわけで，政府の役割はあくまでも「市場の失敗」の補完にとどめら

れていた点が重要でーある J その 2年後、の「月給二倍論」においても論旨に大きな変化はないが

供給面に対する懸念は微塵もなくなり日本経済の成長性がさらに一段と強調されるとともに，論

点、が有効需要の問題に集中している点が1957年の場合と異なっている。

1959年3月91::1付『日本経済新聞J朝刊の第l面に掲載された「私の月給二倍論」と題する一文

のなかで，池田はその主張を次のように要約している。

①日本経済は近年来画期的に強化された②いまの日本経済は大きな生産力をもっているが，

これに見合う有効需要が足りず，いわゆる供給超過圧力にあえいでいる③そこで有効需要

を記し，供給力 生産力(設備と労力)を十分に働かせて，強くなっている日本の経済力

をもっともっと仲ばすべきだc

続けて， Iはっきりいうがいま日本でインフレの心配は少しもないっ設備と労働力が余っており，

大きな国際収支の黒字基調をもっているのにどうしてインフレになろうか」と，内外の不均衡を

危慎する必要がないことを力説している c さらに，弁解がましく「ひとはあの三十一年下期，三

十二年上期の輸入激増による国際収支の大赤字の記憶におびえているが，あれはアブノーマルな

現象で，もはやああいうことはなLリと付け加えている。

たしかに，前述のように1959年は景気の好転にもかかわらず物価は安定し，国際収支の黒字も

拡大していたが，ここで看過することができないのは， I月給二倍Jと称しながら， I賢明な政策

的リードにより国民の真剣な努力を発動させるなら，今後五一十年間に所得一月給を二倍にし三

倍にすることは決して不可能で、はないJ(太字は引用者。以下も|司様)と語っている点である c 前

述のように池田は岸内閣に通産相として入閣した直後にも，所得の倍増は「十ヵ年以内で達成で

きるjと断言している勺あるいは，別の場で「私は統制経済や計画経済論者ではないから，十年

という期間を限定して，計画的に月給を二倍にするとは，いいもせず，考えてもいないJ(池田勇

人 [1959bJ，p.19) と言明した、「月給二倍JI所得倍増」といいながら，実はそれ以上の高成長

を予測していたのである J

こうした池田の成長論を理論面で支えたのが下村治であったことはよく知られている。下村の

持論は11%成長であった。 1961年3月に公表した論文「成長政策の基礎理論」によれば， I今後十

年間に，国民総生産を二倍よりも二・五~三倍に近づけうる可能性があ」り(下村治 [1962J，

p.76)， 10年間に所得が倍増されるというのは「比較的控え目な数字」刊だという、池田が創設し

-56一



117i度成長WJの経済政策構1江!

た政治団体の宏池会も， I岸さんの所得f11明言hllJIというのは，もと，.'rl二11'，]に，El民所得を二倍にする

という日標を立て，それには年々じ・二%の割合でGNPを増加させていかねばならんという，

機械的計算のきらいがあった」と述べ，続けて岸政権末期の1960年 6Jlに，次のように池田の所

得倍増計IIUjの意図を説明している。

池山さんが考えている所得倍増は「計l雨」でないこと， Iしたがって卜カ年に二倍」という

ようなきゅうくつなことでなくて，いまの日本経済の諸条件と 11本人のエネルギーと意欲

とからみて，十年以内に!万円(Jが二倍以上になる可能性があることを認め，このポテンシャ

リテイを十分に生かして， 卜年以内に所得を二倍にも三倍にもできるような財政々策，経

済政策，金融政策を立案し，実施すべきだというのである刷。

とすれば，所得倍増計両は rr fl!illtLl というよりは『政策』といった方が妥当」制だということに

なる。事実，首相就任後の参議院子算委員会において，池FlIは1(所得を〕倍に『する』といった

のは取消す。[なるjように環境をつくるのだj刷と答弁している。

実は，経済審議会が同民所得倍Wl計~ItÎの答申をおこなう l直前に，池111 は7.2%以上の成長率を公

言していた。すなわち，向こう 3年II¥Jの基本方針として「新政策」を構想し，これを自民党が

1960年 9月に正式決定したのである川。この新政策では， r今後10年Ii¥JにIE1L¥;総生産を 2倍以上に

ひき上げる。このようにして働く恵山と能力を持つ国民のすべてがその能力を十分に活かして，

将来西欧諸国並の所得と生活水準に到達させj るために，当 l(IÎの成長 1 1f~~として， r来年度以降 3

ヵ年においては年率9%の成長を持続させ」ることが言明され，そしてその日標を達するための政

府の任務として， r経済成長の条件整備，減税，社会保障J1二年々の白然増収を「重点的に充当する」北)

ことが強調されている

このような池田の新政策を，企11可庁側はその7.2%成長論と折衷させ 10年間のうち最初の 3年

聞は 9%成長， 10年間全体の平均は7.2%と説明した。当H寺， 9%，10%といった高成長は「必ず

しも了解しがたいことではないJ('1'村降英 [1961J，p.308)， r現花の FI本経済のすう勢から判断

して政府が格別新しい政策を行わなくても，ここ二，三年の成長率は容易に九%位には達するJ43) 

と，高成長そのものの持続を疑わないエコノミストも存在したが，概してエコノミストやジャー

ナリズムは池田や下村の成長政策に批判的で，したがって，合elf1fir'(で、も 10年間の年平均成長率は

7.2%程度が無難だと考えたのである。しかし結局，所得倍増計画では池田グループの意向を反映

37) i座談会 二党の経済政策を批判するJ.fl'[IIIJ 1960年1211号.p.76" 

38)宏池会 f資料j第32号.1960年6Jj. pp.l.2. 

39)宏池会 f資料1第35-¥of.1961i['.2 11. p.l" 

40) r毎日新1!¥1l1960年12F12111"

41) r 11本経済新関J1960if. 9 11 G 11" 

42) fI qの子第j1961年度版.pp.911.912。

43)小宵降太郎 [1960].p.7。
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して.iこの計I11lIのかかげる 11t¥'{が計同期間内に到達されることもありえよう もし，そのような

事態が，経済や社会の安定をくずすことなく.かつ将来の成長力をそこなうことなく実現するな

らば，わが国経済にとって好ましいことであり，成長を抑制する必要はないJ(経済企画庁編

[1961J. p.9) と，目標成長率に hfil執せず弾力的な政策運営を凶る旨が記されたことに注 ~i したい。

2・2 i小さな政府Jとその根拠

財政のあり方も問題となった。所得倍増計画では，均衡財政を前提に「減税，社会保障，公共

投資という三重点政策を維進することjを明言していたため.iとうてい財源が間に合いそうにも

なLリ刊からである ι 財源に関して池1:11は. 1957年度予算の際と liiJ様 成長による税収入の増加

をすべて歳出の増加に当てる構想を抱いていた。すなわち.i大蔵官僚の歳入見積もりは，常に過

小であり，年度終了後，常に大幅な自然増収をかせいで，それを次年度以降の繰越しHt源として

『貯蓄』する風習が長年続けられてきた」ことを池旧は批判し 「予想しうる限度いっぱいの数字

まで，全部さらけ出すように事務当局に指示J(鈴木幸夫 [1966J.p.109) したのである。

それでも均衡財政の維持という方針のために，必然的に予算編成方針は「限られた財源」の使

途を「比較権衡J(伊藤大ー [1967J.p.81)する必要があった。 1音噌計画で、は「支出の合理化と

重点化jの必要性を強調しているが，経済企画庁計l間諜の宮崎勇によれば.i日本の経済体制を前

提にして政府がやり得る範Jitl は ~I:治に|出られている……〔社会資本の不足を〕このまま放置して

おけば民間の生産そのものが伸びなくなってくるおそれJ'5)がある。いきおい公共投資の重点、は，

成長促進効果が大きく現実にも不足が顕著な産業基盤ならびに太平洋岸ベルト地帯に置かざるを

えない。そのため iC計IIIJIの〕前半では，公共投資に重点、をおき，後半にだんだん社会保障を充実

させていこうというJ'6)方針であった。つまり 社会保障や福祉は「結局国民経済力の裏付けが

あって初めて可能なのだからJ.まずは「営々努力して経済}Jを養」うことに専念する，という池

旧の年来の姿勢を一貫させようとしたのである(池山勇人 [1999J.pp.46-47) 

なお，民間部門に関して，所得倍増計i詞は「民間の経済主体が，自由企業と市場機構を通して

経済合理性を追求しつつ，その創意と工夫により自主的活動を行なう立場を尊重jし，そのため

に「残存している産業に対する直接続制をできるだけすみやかに廃止し，個々の企業活動に対す

る直接規制的な行政を最小限度にとどめる」ことを明言した。具体的な政策としては，公益事業

の合理化，外国為替の白rJI化，米の直掠統制から間接統制への転換，カルテ)'-の排除などが列挙

されている。ただし，産業構造の高度化については，国際競争への対応としての企業の集中・合

44) ~'!JJ II 新 J!\I J 1960l-9 rJ :l 110 

45) rエコノミスト j1960年11)1 1 "I}. p.240 

46) ~エコノミスト j 1960if11) 11"り， p.22Q 
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itali度成長期の経済政策精恕

fJ十，不況対策としての企業11¥1協議!の必世I'j:が示された しかし，後述する社会党の批判に示され

るように，これらは「強権的な統;JilJjという政策手段を欠いており，したがって，政府の期待あ

るいは!1標にすぎなかったことに注意したL、c

とはいえ，池田や下村が古典的なn山主義者と呼べるわけではない。都留重人は「古い資本主

義のあり方に信をおいているJものの「池[1]さんは純粋な白山放任主義高ではない乙…… f需要

圧力の維持』を政府の責任と考えているようだから.そのかぎりでは，一種の国家干渉論者J(都

田重人 [1959J，p.16) と評していた。たしかに池田グループが政府の役割を否定せず，むしろ成

長を促す政府の財政・金融政策の'T('ll!'I"I=を強調していたことは事実であり， ド村自身もケインジ

アンを自称していた しかし，ケインジアンの一言で片1寸けるのは適切ではないであろう。当初

は減税による貯蓄の増加を則侍するなど，サプライ・サイドを無視していなかったこともあるに

はあるが，重要なのは.倍明計phjが「民間の創意と工夫」という表現で民間企業や市場経済の役

割を重視し， 1小さな政府」を望ましいと考えていた点である。伊東光H古が「下村氏の資本主義経

済に対する抽象的見方は，ケインズのそれ より正確にはケインズ右派の経済像とほとんど同

じである J(伊東光晴 [1961J，p.333) と述べ，また香西奈が「厳宿な新古典派総合J(香岡泰

[1981J， p.144) と評しているのも，その!Æ~に根ざしている。

こうした池田グルーフoの政策構危!の特徴は， 1日l時期に登場しだアメリカのケネディ政権のニュ

ーフロンティアの経済政策と比べると際立つ、倍増計ulJjで、は均衡財政を前提にしているため，通

常の総需要管理政策よりも政府に小さな役割しか与えられず，当I(II，陥路打開のための公共投資

と同規模の減税が政策の中心となっていたのに対してm ケネディは，成長を促すためには財政

赤字をも厭わないという姿勢を示していたからであるか、リス [1968J，p.53乙吉富勝 [1964J，

p.139) 久実際，高度成長末期まで先進[EIのなかで日本の政府は非常に小さかった(表 1)。

表 l 主要[1¥1財政支出の対GNド比率

iFhi:: % 

11本 アメリカ イギリス ，，1{ドイツ フランス

1970 20.0 32.5 40.5 38.5 n.a. 

1975 27.6 28.3 48.8 49.3 43.8 

1980 33.0 34.1 44.4 49.0 日.a

1985 32.7 36.9 45.7 47.9 53.2 

1989 32.6 36.3 40.6 45.8 n.a. 

1993 34.5 37.2 45.1 50.6 46.6 

iU 1980年以1;牟はGDP。

lHv1!) 林健久・今nll主人制 [1994J ， p.118、Irij [2001J ， p.138。

47)この111については.香阿奈 [1989J， pp.220.222も参!!日。

48)したがって樋波I11美 [1990J，pぶ)6が iFに的側政策として池川とケネディの経済政策のj([f以YIを強調しているのはーI雨的

である c もっとも，均衡財政よりも完全lullJlと経済成長を俺先すべきと考えたのは，ケネディ1'1身ではなく、ガルプレイス、

ハリス、サミュエルソン、 トービンといった彼の経済アドバイザーであったという (Stein[1969]，pp.380-381)。
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これは一つには，アメリカをはじめとする先進諸国からの要求に基づいて，為替・貿易の自由

化の推進を余儀なくされたことに由来する。所得倍増計画では，為替・貿易の自由化の必要性と

同時に， I新たな長期経済計画……にもとづいてわが国の成長能力を積極的に培養するとともに成

長の阻害要因を除去し，国民の意欲と活力を生か」さなければならない，と記されている (p.8)

すなわち，為替・貿易の自由化により，日本企業はより強い国際競争に附されるため，日本の経

済システム全体の効率化が求められていた、それゆえ「小さな政府Jが維持されるとともに，そ

の「小さな政府」は，市場原理の作動範囲を拡張しながら成長促進に努力しなければならなかっ

たのであるニ岸内閣に通産大臣として入閣した際に，池田は省内の反対にもかかわらず企業の国

際競争力強化と自由化推進を前面に娼げた(樋渡由美 [1990J，p.180) その池田の自由化に対す

るスタンスが所得倍増計画に反映されたのである。

同時に，池田グループの主張が，戦時中の経験をも踏まえていたことに注目すべきであろう

池田は「統制経済の弊害は，戦争中いやというほど昧わったっ……私はやはり自由競争の原理を

建前とすべきものと思う J(池田勇人 [1999J，p.51) と述べていた。それゆえ， Iできるだけ各種

の統制制限をやめて国民の創意と工夫を生かすJ(池田勇人 [1959aJ)必要性を，池田は事あるご

とに強調した。

このように民間の活力を重視し「小さな政府」を維持するために，公共投資においては効率性

が最重視され，限られた財政資金を成長促進的な分野・地域に集中的に配分するという太平洋岸

ベルト地帯構想、が掲げられた ν それによって，二重構造と呼ばれる「構造的な所得格差は，経済

成長によって所得効率の高い就業機会が増加すれば おのずから消滅に向かうほかなLリ(下村治

[1962J， p.103)。すなわち，所得の上昇を阻んでいる農村の大量の過剰労働力問題は「経済の成

長と発展の過程において処理するときに，もっとも円滑に，もっとも適切に解決でき」完全雇用

が達成されるというのである(池田勇人 [1959b]，p.19) 0 

しかし成長の結果，二重構造が解消されるとしても，高成長政策が国際収支の赤字を招くとい

う悲観論は根強く，特に社会党は外貨問題が所得倍僧計画のネックになるという批判を重ねたっ

これに対して池田は， 1957年上期の外貨事情の悪化について前述のように「アブノーマルな現象J

と述べたが，その根拠は， I日本の経済力そのものが，合理化，近代化によって，急速に輸出競争

力が強まっており，輸入品に対する囲内の競争力も強まりつつあるJ(下村治 [1960J，p.6) こと

であった。

この点には，たしかに現実的な裏付けがあった。岩戸景気が開始しても国際収支の黒字が続い

ていたことは前述したが アメリカが機械貿易の自由化を強く迫るなかで(樋渡由美 [1990J，

p.208) ，所得倍増計画において最も重要な戦略産業一一「輸出産業としても，また労働i吸収産業

としても最も期待される産業J と位置付けられたのは機械工業であった。その機械工業では，
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lfJi度成長期の経済政策構必

1957~58fI二の景気後退において中小企業が予恕されたほど打撃を受けず，そのl日)i夏も速かった。

1959~60年には，戦前以来の造船や工作機械だけでなく n動車，屯気機械などが台頭し，生産と

輸出を目覚ましく増加させた、それがド諸制の形成を通じて Iド小 Ugの拡充を促した そのため，

大企業から中小企業に至るまで設備J2資iiJlF.盛で技術革新の浸透が進み u経済白書J1959~61年

版)，また，大都市だけでなく地点でも生産の拡大が進んだのである(藤井信幸 [2002aJ，藤井信

幸・奥fH都子 [2002J)0その後も機械r:業の成長は著しく，高度成長期の製造業の就業者増加!の

半ば以上を機械工業が寄与したことを付け加えておこう(中村降英 [1993aJ，p.297)ー

なお，開放体制への移行にilって Ijl小企業の多い機械工業に通産符が積極的に介入し， 1956年

に機械工業振興臨時措宵法を;!il)定するなどして，設備投資を支緩しようとしたことは事実である

が，通産向の意図どおりに機械工業がII}編成されたわけではない( l~Jじのような機械工業の成長

は民間企業側の技術力や「創意 r夫」によるところが大きかったといえる制。実際，所得倍.t'i'i，it

J~hÎ では["Itl小企業が生産，流通に，'iめる地位には，大きな変化はおこらなLリ (p.61) と述べてい

たが，その理由は，経済審議会の符L!1'f'の「中小企業小委員会報告」によれば. ["労働集約的な中

小工業品に技術的に{憂れているものが多く，これらは同際競争にたえて卜分発展してゆける条件

をもっているJ(p.207)からであった。

池山グループの市場経済に対する強い信認と強気の成長予測は，戦JlH引の経験と，このような

) I木経済の現実に恨拠を布していたのである c

2-3 所得倍増計画とシステム間競争

以上の所得倍増計i由iの策定過程と池IHグループの構忽から JIJJらかなように，鳩山，岸両内閣の

マクロ政策が国際収支に支障が生じない“安定"成長を志向したのに対して，池田は市場経済シ

ステムを強化することを主眼とし，その結果として高成長が達成されると考えたのである c それ

ゆえ.所得倍培計画とそれ以前の政策をともに単に高成長政策として一抗することは無理がある。

池山が， rtil義経済の計[lIJi経済に士、Iする優越性と IJ本の日成長の冷戦における役割を対外的に積極

的にアピールした点も，このことを裏付けているハ

周知のように当時は，米ソ Jlfd超大1"1を中心に資本主義と社会主義が対I!J寺することによって国際

秩序が維持されていた。こうした冷戦のなかで 米ソrrfQ国はその威信をかけて経済成長を車部、合

った。特に1950年代末以降，経済成長をめぐる国家間競争が倣烈化した。すなわち，ソ連の指導

者フルシチョフが，アメリカに追いつくことを目標に1959年からスタートさせていた 7ヵ年計画

は，当時「見事jな成果を収めていた(ノーヴ [1982J，p.428)。工業生産高は1958年から1965年

49)斉，Ilj奈 [1984].橋本寿山r[2∞1].第 il-~)主主など参!!日。
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にかけて 2倍近くに噌加し.l耐え所得も1.6f音に増加したのである(大津定美 [1998J.p.264)。中

l可も，こうした経済競争に吉Ijって入った。毛沢東は.1958年から 15年間でアメリカに次ぐ経済}J

を持つイギ 1)スを追い越すことを fl標に掲げ.1大躍進」と呼ばれる新経済政策を1959年から開始

したc そして，ソ連型の中央集権的な計画経済を分権的計画経済に修正し，各地に人民公社を設

けた(田島俊雄 [1998J.pp.182・183)。さらに，ソ連は戦略的に重要な途上国に対する援助を1956

年から大幅に増加させた。援助金の総額そのものはアメリカよりも少なかったが，手IJ息が欧米や

世界銀行よりもかなり低く 元利返済は商品でもよいという貿易誘発的な借款が中心となってい

た(末虞昭 [1998J.pp.25-26)。

このように，共産主義lEJが途上LEJも巻き込みながら経済システムの優位性めぐる競争を仕掛け

たのに対して(末虞昭 [1998J.p.25以下).アメリカではiりH確な反共路線一一「ニューフロンテ

ィア」 を掲げて積極政策の展開を表明したJ'Fケネディ t院議員が，共和党候補のニクソン

を破って1961年 I月に新大統領に就任した。ケネディは財政拡張，減税 社会保障の実施によっ

て有効需要を拡大し，共和党政権時における平均成長率の 2倍の 5%の経済成長を実現すること

を公約した。そして，仮にソ速が 5%の成長を続け アメリカの成長率が前大統領アイゼンハワ

ーの時の状態にとどまれば.2000年にソ連の国民所得はアメリカに匹敵するものとなってしまう

と述べ，国民に対して社会主義の得威を煽った問。さらにケネディは.1今日，アメリカは，強い

経済をかつてなかったほどに必要としているこそれは，アメ 1)カの防衛力を維持するだけばかり

でなく，海外諸国 特に. I当山間界と共産圏との聞をさまよっている同 に対して，自由の

途が強力と安全への途であり，また，これらの国の将来がわれわれと共にあり，ソ連に組しない

ということをデモンストレートするためにもまた必要なのである」刊と演説した c

冷戦に照応して 155年体制」と呼ばれる保守と革新の二極対立構造が形成された日本では，新

たな日米安全保障条約の締結問題をめぐって自民党政権が動揺し，同党内で、は野党への政権移譲

さえ提案されていた(福LLI組夫 [1995J.p.141)。そして岸信介内閣が退陣した後は，白民党と日

本社会党との聞で，それまで政治・外交の陰にあった経済システムの選択問題が新たな争点とし

て浮かび上がった。

自民党のなかでも，特に池山グループが経済成長に積極的であったことは繰り返すまでもなL、。

池田グループは，東西聞の経済成長をめぐる競合について.1原理的には『自由を原則とする市場

経済体制』か，命令，強制を本質とする『計画経済Jか」悶という経済システムの選択問題と見

なしたc そしてソ連や中国の経済成長を.1ソ連中共の経済建設の成功は「社会主義jの成功でも

50) r LI本経済新開J1960年7rI 1511 0 rエコノミストJ1960年1H1221PJ.1'.17。ハリス [1968]，pp.3-4， pp.158-1590 ベシュロ

ス [1992].pp.41-45。台市11帯 [19抗4]。

51) 1960年10lH2日ニューヨーク・シティ Jl官業/1'，)阪連合会議における演説。宏池会 f資料j第36>!-，1961年2月， p.960 

52)宏池会 [1958]，p.3o 
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高度成長IYJの経済政策構想

勝利でもなく，実に独裁権力の功純であって，経済的にはむしろ『不経済』な無理をしているJ'，3) 

と評した。

下村治は， 1961年11月の大蔵行での講演のなかで， I今日の IJ本の経済は完全な自由企業体制の

もとにめざましい成長を現実に実現しているわけです。……それをソ連の現実の経済と比較して

みますと， (自由と統治IJの〕どちらが生産的であるかということは一日瞭然J(下村治 [1962]，

p.319) と語った。というのも， I社会主義経済体制こそ，人間性に反し，無理なものであり，ま

た，社会経済が成長し，人間iの生活が高度になり複雑なり，大規岐になるに従って，計画経済，

命令経済の無理，非能率をさらけn'lそうとしているJ(代木逸伍 [1960]，p.17) からであった。

ところが，ソ連や中国の仕掛けた If経済競争』はアメリカ，イギリスその他の先進国に対する挑

戦であるとともに，それ以上に後進IhJに対する『提助』の上に強くあらわれJている刷。したが

って途上国のように二重構造から脱却しようとする日本は，その経済成長によって「後進国の開

発進歩に」対して「他の先進諸IEI以上に貢献で、きるj同意義を持つ，と宏池会は喧伝したのであ

る。

このような冷戦における u本の経済成長の役割は 池田勇人も首相就任後の外遊において繰り

返し強調した。まず1961年 G) Jに訪米した池IIJは，ケネディ大統聞との会見後，ワシントンのナ

ショナル・プレスクラブで泊l説し，所得倍J許可十ultiに基づく成長促進政策の意義について，次のよ

うに述べている。

私が強調したいことは，われわれは，このような経済発展をn山企業制度のもとで達成し

ようとしているということであり，また，自由企業制度のもとにおいて健全な経済発展が

可能なことを実証し，これによって共産主義が経済発展と生活向上の近道であるという共

産主義者の主張が誤りであることを示そうという点である刷。

同時に，アメリカの成長政策の障害となっていた国際収支の赤字への対応策「ドル防衛J(J、リ

ス [1968]，p.132) を支援して，冷戦のコストの一部を進んで負担することを池田は宣言した。

すなわち， 1961年 6月の訪米11与に発表したけ米共同声明において，池IIJは「東アジアに対する開

発援助に特別の関心を表明J57)し，経済面でアメリカに代わってアジア情勢の安定化に努力する

という姿勢を示したのである。

53)宏池会『資料j第17号， 1959'1'-2 11， p.4o 

54)宏池会『資料j第18号， 1959ff-:2 11， p.4o 

55)宏池会 [1958]，p，2o 

56) r朝日新聞~ 1961年61123110

57) r朝日新IlHJ1961年(i1123110 
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2-4 所得倍増計画とジャーナリズム

「月給二倍論」がその公表後ただちに脚光を浴びたことから，池111グループの所得倍増補恕は

早い段階から世論の支持を得ていたように見える。実際，池川の新政策が公表された1960年 9}j 

実施の読売新聞社の世論調査団)では，池田内閣の経済政策への要望が「社会保障の画期的拡充」

19%， i千億円以上の減税J19%， i経済成長政策推進と完全雇用の達成J13% と.新政策の 3~

の柱に集中した。しかし 10年後に所得倍増が実現するかという II.¥J¥、に対する回答は， i見込みが

あるJ15%に対して「見込みがなLリ40%，iわからなLリ45%となっており，その実現に対する

I1在信を国民はまだ持ちえない状態であったことがわかる。とはいえ，この調査では，自民党支持

が3月の同社の調査の40.3%から46.6%に上昇しており，池川の新政策に対して，世論がその実引

を危ぶみながらも支持を与えていたことは間違いない。

ジャーナリズムの反応は分かれた。 10年間で所得を倍増するのに必要な年平均成長率は7.2%と

すでに公表されていたから 一般紙は池田の新政策に批判的で 「新政策の充実を願うあまりに

むりな見通しはたててほしくな¥¥J ["，) i三年間九%成長の似拠を示せj印) i率直にいって，多く

の問題が存在J61)， iなまやさしい方法では困難」問。さらに，記者会見での発言には「産業構造

の改革は簡単かJ叫， i首相の白信は現実化するか」叫「甘すぎる高度成長論J日)などと， 9%成長

に対する懐疑や疑念を示す論説が相次いだc

これに対して『日本経済新IirUははっきりと支持を表明した。まず 9月4日の社説で「純経済

的立場からみるかぎり，この成長率の引き上げは妥当なもの」と断じた。そもそも「これまでの

政府の経済成長に関する見通しは つねにひかえ目に過ぎた。その基本原因は日本経済の成長力

に対する過小評価にあったといえよう。そしてその結果はたとえば公共投資面の立ち遅れとなっ

て現われたj しかし「高水準の設備投資の結果として供給力はどんどん仲びている。インフレを

おこさずに需要を伸ばしうる余地は大き L、。しかも近代化，合理化投資の結果として，対外競争

力は急速に強まりつつある。[.E]際収支ので基調ミに破綻をおこす危険もさしあたって少ない」と

いうのである)続いて 9)[ 6 11には， i従来のように場当たり的にスローガンを寄せ集めただけの

た選挙用新政策ミと遣って政策而でかなりはっきりと池田首相Ifllil人ないしは池田路線の経済観や

政策イデオロギーを打ちnjし，これによってすべてを統ーしている点は注日すべきjで， i経済成

58) r読売新聞J1960年91127110

59) r毎日新聞J1960年911211，

60) f事111新聞j1960年 911311"

61) r朝日新11!lJ1960年 91J611" 

62) r読売新聞J1960年 911811"

63) r毎11新Ilfll1960年 911811" 

64) r判11新民IJ1960if. 911811。

65) r朝日新IJ¥!J1960年9111411"
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日度成長)91の経済政策構fLl

長の過程で二重構造の是正を|χ|るのが，もっとも効果的，実際的なやり方……日本経済の現実に

即応したものJと述べているれ

前年の自民党の所得倍増計II[Jj案を批判した『東洋経済新報jの1960年9)J 17円号の「社論Jは，

「五日に発表された自民党の新政策は，これまでの歴代内閣のどの新政策よりも，好評のようであ

る。もちろん野党の社会，民社両党からは，批判が出ている。しかしその批判は，これまでに比

べると，迫力が弱い。……大多数のI}!民から，新政策はおおむね白定されるような格好であるJ

(p.17) と述べている。次いで、|μl誌は， I!iJじ9月17[:]号に「高成長をねらう新政策と景気」という

記事を組み，新政策への賛意を表明する現実的根拠を具体的に論じている{ この記事はその冒頭

で， I(新政策に対する〕野党的な批判lや老婆心的な忠告も少なくない。……しかし政策を建てた

人の考え方からすると，それらの忠告や批判は，かなりマトがはずれているようだJ(p.4)と言

明するとともに，政府lWJの説明とその現実的根拠を紹介している。すなわち，過去 9年間の成長

率の平均は 9%強で資本主義I;ill営のなかで最高であり， 1960年度も 13%程度の成長が望めるから，

1-0年後の国民生産を三倍とみるのは必ずしも過大ではない c しかし慎毛に腹八分目にとって

九%， -0年聞に二・五倍ぐらいは安定的に達成しうるJoとはいえ「このまま行くと，供給過剰

になるとともに，その反Lttj，公共事業などの部門では，経済の成長がFll害されるjので，社会保

障とともに減税や公共投資の充実が必要となる。また，国際収支に関しては，内需中心に有効需

要は増加するが，経済の合fq!化が進むから競争力が強化され輸出は11阪市lに伸びるので問題ない，

というのである。そして，このように政府が考え，かつ行動すれば「不況の心配はなく経済は順

調に伸びて行くだろう」と，この記事を結んで、いる (p.6)。

新政策に対する一般紙と経済専門紙・誌の反応が分かれたのに対して，経済審議会が11月に内

閣に提出した答申書には ジャーナリズムが挙って賛意を表明した。

まず『毎日新聞jの社説は， I，ll'phj案そのものの内容とか考え方については，我々は原則的に支

持できる」と述べた その理山は第一に， 1計[Ilijの作成には，官界・政界・民間，さらに財政・金

融・産業など実に幅広い範litIの専門家による多角的な検討がなされ……各界の主張が力強く述べ

られ，しかもその主張が，それぞれの場所を得て計画案に反H央されているJ，第二に If現実性J

に重要な配慮をみせているJ，第三に「民間経済主体の宮IJ意を尊重し，市場機構をつらぬく経済合

用性の本質的役割を認識している……計 l同案は，経済の環境づくり，基礎I!'iJめの担い手としての

政府の役割の限界を意識し，また計llhj達成のためとはいえ直接統制にまで政府が踏み出すことを，

厳に戒めているのである」。そして「この答申案が，池田内閣の，あの気負い立った新政策に対す

る一つの有力な批判的意見書といった性格を持っていることに注11し，その意義を高く評価した

66) r毎日新Il¥U1960年10)126f1 0 

67) r靭I11新11日j1960年12月311。
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Lけと揃)新政策と異なりその作成手続きの公開性や現実性を評価したのである〈

『朝日新聞』の社説はさらに好意的であった1;7) I所得倍増計画が十月下旬に経済審議会から内

閣へ答申されたが，その閣議決定がおくれており，新内閣に持ちこされそうな形勢である。それ

は臼民党政調会を中心とする反対論が根強いためと見られるがJ以下の理由から答申の内容は妥

当なものである。第一に，年率7.2%の成長は計画期間全体の「平均概念でありJ，池田が示した

最初の 3年間の目標である 9%の成長率と矛盾するものではない。第二に，農業人口の減少につ

いては 4分の lの減少となっており現実的である，第三に 立地政策に関して「地域の所得格差

を是正するために，工場を全国各地域に分散せよという要望が強い」が， I限られた財政資金を全

国に総花的にパラまいたのでは，その効果はあまり上がらなLリ。それゆえ「倍増計両では所得格

差の是正を考慮、しつつ，太平洋臨海ベルト地域の構想、を前面に押し出しJているが， I全国各地方

の地域開発の要望を一時に満足させ得ないことは，だれが考えても明らかであろう。この基本的

建て前がくずれれば，立地政策は重点のない，総花式の内容となって，これまでの特定地域開発

がおかした苦い失敗をまたくり返すだけになるJ，というのである c

「特定地域開発」とは， 1950年公布の国土総合開発法に基づいて実施されたもので，当初，経

済安定本部は，経済事情や財政力から見て「二カ所以上」の指定は「無理だ」と主張していたハ

ところが，指定基準が確定すると42都府県の51地域が名乗りをあげ，政治的圧力も加わって19地

域が指定されたため，当然ながら個々の指定地域では資金や資材が不十分となってしまったので

ある(佐藤竺 [1965J，第一部第二章)。この点は『東洋経済新報』も， I公共投資の建設は緊急を

要するものから逐次重点的に行なうほかな」く 鉄道において「比較的利用度が低いと思われる

支線の建設がいまなお行なわれているjのはもってのほかで 道路では最も混雑の激しい京浜や

京阪神が「緊急を要する」刷と，公共投資を現実の必要性に応じて重点的に展開することを主張

していた

このように，新政策には批判的で、あった『毎日新聞』や『朝日新聞』のような一般紙までもが

経済審議会の答申書の現実性を支持し，農業人口の減少や「倍増計画のカナメ」である太平洋岸

ベルト地帯構想に賛意を表明したのである ο こうした相違は，高成長の持続に対する疑念を払拭

しきれない一般紙にとって，新政策よりも成長率を低く見積もった答申書の方が現実的と感じら

れたためであろうが，実際には，新政策と答申書との間で論旨にそれほど大きな差があったわけ

ではない

特に重要なのは， r毎日新聞』ゃ『朝日新聞』が挙って評価した答申書における民間経済の尊重

については，むしろ池田の新政策の方が徹底していたことである。いうまでもなく， 10年後の所

68) I社論J.W東洋経済新報j1960年11111911，pp. 18-190 r東洋経済新報.11960年9灯24日坊の「社論」も同様に批判していた。
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I何度成長期の経済政策繕fu

得f者増をlIIi提に組み立てられた符J!I ;tiは.7.2%という成長率に[ii[執する分だけ，現実の経済への

対応の柔軟性を欠く印象をうえるからである。日本開発銀行において[F[L政策に関わっていた吉

田達男が，後年「下村さんは nJ能性がある，国は条件をつくればいいということだったと思い

ます。国民所得倍増計画iでは，むしろ政府が主導してやるというような色彩，自由経済というこ

とが下村さんほど徹底していなくて，むしろ計IfJlj経済の色彩が非常に強かったJ(総合研究開発機

構編 [1996J.p.56).と証言しているのはその証左の一つである。ただし，前述したように倍増

計[llJIの本文で、も，目標成長率7.2%に|市l執せず弾力的な政策運営をはlる旨を言明しており. 1計両

経済の色彩が非常に強かったjというのは明らかに吉1+1の言い過ぎである。しかし，そのような

誤解を招L、たのは，池[Hグループにおける民間経済の動向を尊重する姿勢がそれほど印象的だっ

たからに違いなL洲つ

以上のように.r毎日新聞』ゃ p初日新聞』の経済審議会の答申書に対する賛意の表明は，事実

上，所得倍増計画への支持を意味した。つまり，ジャーナリズムはほぼ例外なく所得倍増計l白iの

本文の趣旨を理解しそれにおl意したのである。

3. 所得倍増計画と社会党

3・1 社会党の経済計画への取り組み

池田グループが，所得倍増計IIlJjをアメリカの肉界戦略と結び付けて積極的にアピーlししたこと

は，当然ながら国内の 155年体制」のもう一方の極である社会党を411J激せずにはおかなかった。

当時，有沢広巳は，政治や外完とは違って経済問題で、は社会党が「保守党と非常にはっきりした

区画をつけるような政策をJJ出しにく Lリ mと評していたが，社会党では安保闘争や三池闘争な

どの院外闘争での敗北感が鴻ぎり，院内政党としての現実的な戦略への転換を模索せざるをえな

L、状態であった(ストックウィン [1969J.pp.146-147)，それゆえ11，1党は，社会主義の実現を H指

す経済計同iを具体化して 計[lfJj経済システムの慢越性を国民に示す必要に迫られたのである。

もともと社会党は. 1955年の左右両社会党の統一に際して，基本方針である「政策大綱Jを決

定していたものの，即座にそれを具体化し現実的な政策を国民に提示しようとする努力が欠けて

いることを.ジャーナリズムからたびたび批判されていた川。加えて自民党の長期計画に対抗す

るためもあって，社会党の政策審議会は統ーから l年を経てようやく独自の経済計画の作成に努

69)ト村自身も.r企l判庁は計 l由iというのですが，私どものほうは計Irtljなんてものは成り立つはずがないということで.できる

だけ成長を11!1ばす政策しかないんだと )J.えておった」と川顧している。エコノミスト縦集結編 [1999].p.27。

70) rエコノミストJ1960年 9!12011 ，;、 p.6o

71)社会党の終済政策が産業のいI{I化や統制経済の強化をぷli，]すること，また，そうした政策が!!1政亦字やインフレを初くであ

ろうことは，結党l直後から予定lされ批判されていたom:会党政権への七つの奴tl¥lJ， r文芸#秋j1956年 1月号。
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め， I経済建設五ヶ年計l由i要綱uを1957年 I月の第13回党大会で決定した(月刊社会党編集部

[1976]， p.290)。

この要綱は，ただちに社会主義の実現を目指すものではなく，社会党が政権を担った場合に

「社会主義へむかつて無理のないかたちで前進する」ために実施すべき経済計画を提案したもので

あった(日本社会党政策審議会編 [1965]，p.1099)。ここで示されたのは「前期五ヵ年計画」と

位置付けられたプランであり これに続いて「後期十ヵ年計画jが実施される予定とされた， I前

期五力年計画Jの内容を見ると，第一部で，日本経済の構造的問題点、と自民党の経済計画に対す

る批判を述べ，続く第二部で，具体的な計画の内容を示している。計画期間 (1954~61年度)の

年平均成長率は8.5%とされ，これは経済自立計画の5.0%を大きく上回っていた

注目されるのは「金融，主要産業の社会主義化jが主張されたことである。すなわち， I前期五

ヵ年計画Jにおいては，金融部門と電力，石炭.鉄鋼，化学肥料，輸送.セメントの基礎産業に

関して年次計画の策定とその政府への答申 政府による監査など「国の経済計画に協力しうる態

勢」を整わせ， I後期十ヵ年計画」では「更に国家管理固有国営にまでおし進める」ことが宣言さ

れたのであるコこれは社会党が自民党の経済計画に対して浴びせていた「資本主義経済における

経済計画が，目標実現の手段を欠いているという批判J(後藤警之助 [1957]，p.49)に対応する

ものであろう。

しかし『毎日新聞』は， I政府の方針が全般的に減税による民間の自由活動を刺激し，自由経済

体制をとっているのに対し，社会党のそれは民間の長期設備資金計画などで，国家統制の方向が

打出されていることを見逃せなLリ花)と，その統制強化に対する懸念を表明した o r東洋経済新報』

も， I自由主義経済を建前とする現在のわが国においては，それほどまでの統制は必要でなL、。…

・・むしろ自由経済を大いに仲長すべき領域が多いのではなかろうか ……社会党は五ヵ年計画に

つづく十ヵ年計画では基礎産業の固有国管を日程にのぼすというが，これは慎重に考えてもらい

たいご一体今日わが国の国営事業が民営よりも能率がよく，かつうまく経蛍されているかどうか，

甚だ疑問だ。したがって社会党も現在の国営事業の改革にまず取組むことが先決であろう=それ

をやらずに国営事業を拡げるというのでは，人心を動揺させるだけであるJ73)と批判した。こう

した批判が生じたのは，戦時中の経験から，極度に集権化した計画経済に対する警戒感が政府や

財界で共有されていたからであろうか、ィン [2001]，p.211)。

これらの批判にもかかわらず，社会党は1958年 2月の第14回党大会で，この要綱に基づく「わ

が党の長期経済政策の構想」を決定した。これは第一期 第二期 第三期計画を経て「長期にE

る社会主義的計画経済を実施し 順次高度な近代国家を建設し，社会主義社会への発展を遂げる

72) r毎日新聞J1957年 1月13日。

73) I社論J，r東洋経済新桜11957if.新年特大好.p.19。
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117i度成長WJの経済政策構必

ことを ~~J らかにしたj 同ものであった。そして 1959年 6 月の参院選(こ敗北した後は町，岸内閣の所

得倍用計Iffrjに対して同党参議院議員の木村稽八郎が it、やしくも日hrlriJである以上は総合，計

画的な統制を伴なわなくてはならないが，白山企業原!!IJのもとで.flt調整によって『計両』を

達成することは困難ではないかと出う。強権的な統制を伴なわないとすればそれは『計画』では

なく，たんなる努力目標J76)と批判する一方.1959年9月に「社会党の長期]政策への展望JII)を発

表し.前年の党大会で決定した「わが党の長期経済政策の構必」の第一~三期計画の政策内容を

列挙してみせた、しかし それは実行プランにはほど遠いものであった。

3・2 長期政治経済計画

新安保条約締結後には，新たに争点として浮上した経済政策問題に対応するため，社会党は現

実的な長期計画の策定にただちに着子することを余儀なくされた。まず 「保守政権下において社

会党政権樹立までの闘いのプログラムをl円かにJする必要性に迫られて，江田三郎，成田知巳な

どの「構造改革派」が台頭した羽。「楠造改革」とは「現在の資本主義構造のもとで，その改革を

よ!とめ，これを実現してゆくという意昧J7'))であった。こうした構造改革派の台頭に伴い，社会党

は「日本経済の現実の発展の数字は，わが党の計[flrj. および政府の計 Irlrj. および政府の計画iで想

定した数字をともに超過するという紡*J削}を重視するようになった 前述のように.1957年 l

川決定の 5ヵ年計画要綱で、は年平均8.0%と高い成長率を掲げたが，実|原の実質成長率はそれをも

仁凶っていたからである。すなわち 袴利法で算出すると 1955-60年の年平均成長率は9.1%であ

った。社会党もまた，日本経済の 17恕以上に強靭な成長力という現実に t1覚めたのである。

そこで. 9月に池田内閣の新政策に対する公開質問状を提出し. 12) Jに同党政策審議会(会長

成田知巳)が「所得倍増計尚批判J$))を決定して「北海道，東北，裏H本，南九州等は一層とり

残される」出)と主張するなど自民党批判を続ける一方で，社会党自身の体系的な長期経済計画の

策定を急いだc

その成果は非常に早く現れた。何と池山内閣が新政策を公表してから約1週間後の1960年9fl13 

74) r政審資料j第22号 1959年 9JI， p.2. 

75) rll本経済新聞J1959年611 9 11のれ説(;:1:.村会党の参院選結果について「安保体;jirHJ被などIEll{が簡単に珂解できず. [I[ 

民生活にu'u妻結びつかなlリl'現実的な lo'iliや政策が……敗[101にあげられているjと指摘している c

76) r京i下経済新報J1959年7月25け， p.29， 

77) r政寄資料I第22号. 1959年日月。

78)評論家1主総持は， I社会党が機造改革の新路線をli'rしたil'[j妻の契機は. 1也 llIJ}~I*1の所幻1汗Jì'1 計 Ilhí というか，高度成長政策と

対決する必要からであったjと託子守している， rエコノミストJ1961 {F-2 11 7 11 ~i. p.6， 

79) r毎日新IlfJj1961年 2fJ 7 11。

80) r政審資料jW，32 ¥j'， 1960年 HJ 1， p.17o 

81) r政寄資料j<:1¥35号， 1961年 1JI，所以。

82) ~毎日新聞~ 1960年121112110

69 



11に，同党の長期政策委員会(委員長木村/Ii喜八郎)が「長期政治経済計jll!j(案)J田)を決定したの

である。これは上述の構造改革派の方針の一環として作成されたもので制，その後一部修正され

たうえで.1961年4月の党大会で正式に決定された。この「長期政治経済計画」は1961-64年度

を対象とする 4ヵ年計ji可で，所得を1959年度の1.5倍に増加させるという目標を掲げていた。年平

均成長率に換算すると初年度が 8%.第 2年度以降が10.0%となり，全体として池田内閣の新政

策の 9%を上回る。そして，この 4ヵ年計画を経た後の次の長期計画によって社会主義を一挙に

実現させるという方針が示されたのである。

長期政治経済計!!t!Iと所得倍増計両の日標数値を比較対照させたのが表2である。同表によると，

社会党の計画の高成長率は生産性の L昇に大きく依存していることがわかる。すなわち，成長率

は就業者数の成長率と労働生産性の成長率の和という形で示すことができるが，倍場計画ではf走

者の労働生産性の年平均成長率を6.7%と予測していたのに対して 社会党案では11.0%となって

おり.逆に就業者数の仲び、率は倍噌計pJ肋11.2%.社会党案が0.9%となっている c また，生産性の

成長率はすべての部門で社会党案の方が高い。

表 2 白民党と社会党の経済計画

'主総

lihlhiWllllJ 1961-70il 
'長'i'(i北i毛布 10.9% 

(ij.'I{) 

1'1必所f;J(，長代)

第1:)(産業 2.9% 6.5% 1.5% 
11¥2次?￥;)/'; 9.1% 15.7% 12.6% 
第3次序一~ 8.3% 9.9% 10.5% 
公占在t郁1"1 8.9% 13.7% 3.9% 

その他と色品| 7.9% 11.8% 10.5宇4

11就業有数

第 1:欠席~ -2.7;也 2.0% 5.3% 
苫12:)(I)g，<t 3.5% 4，5% 3.0% 
:;r~3;jU在来 2.7% O.2WJ 4.4% 
公益msド'1 3.1% 3.6% 2.1% 

111 1.2% 0.9% 1.3% 
!日労働't原作

~11次産業 5.5% 8.6% 2.5%( 8.7%) 

~ì2次 1'"(:$ 5.6% 11.2% 9.5%(3.9%) 

~;3次 I'E業 5.5% 9.7% 6.1メ(6.9'}~/) 

土ミ自主吊"，'1 5.WifJ 11l.1% 2.2% (l2'()%) 

JI' 6.7% 11.0ヲ4 7.9%(6.7%) 

Ivl'H'i 
1¥':1/¥11没備役資 14.9% 

公共投資 15.4% 

vtiι; 

愉m 16.9% 
輸入 13.2ヲ4
幸子 'i;~収支(1 1 際司!主) 23.5f.Gドル

川)1経常収支羊以外は，すべて年平均成長半。

2.J可1-1f舟柄引州のJ骨減liU市7-71l年度の f仰IL ただし。輸出入/i1958-70年度e いずれも純利法で，~I 算。
:U迭問l政治経済計IlhjO)WI減は1958-64't一度の F測。だたし輸出入は1959ー臼'f./(Lt、ずれ志向和l話、で.1惇。

4民間!政治経済計酬の11開'With'(;及率は初年度が8帽で，:X'Hl!以降が10%。
5公値部門l主"ih!fJlの場合は迎輪・通f;i・公益部門の升，lJ実紛では公務(l，

札公共m守のうち所w汗ll'l，it州:t政府企業作資と行政役引の合，it実結は公的I珂定資本形成。

7./!~IJf.刊 ~'tl宝所得の '1と 1'11)成長率一就業者数の年、F均成長率

8:;'紛の実質成長率・経制収支は'j'.1宜それ以外はすべて併年で，1961.7印均年の数値よりWfl[ilで計草。

9克紛の労働'J.:t草作の( )1勾はデフレータの苛|一再案。ただし.れ11成長率 実質成長不とLてq.mo
l P1 Vl~) 経済企I!!!ili'編119631.日本社会党政措資料集成樹埠刊行吾 (1会制[19叩l 経済企IIMi 制 [19911 ，

通略行[19911より刊成。

83) r政審資料j第34号， 1960年10月， pJi収。

84) r東洋経済新報J1961年 11114[1号， p.23o 

-70-



高度成長Wjの経済政策機忽

しかし問題は，このような生産性の引き kげをいかなる経済体制で実現させるかであった。池

田グループは，高成長をもたらすrli場経済をさらに活性化させることに確信を持ち，そこに冷戦

体制における日本の役割を見出していた。これに対して社会党は，構造改革派が中心になって計

l1frj経済への志向を政策として具体化する方向に進んだ市)。すなわち. 1957年の「経済建設五ヶ年

計画要綱」と同様，重要産業の「社会化Jをその子段として掲げ.i内閣に最高経済計画会議を設

け……計[Jlij経済推進の中核とjする. i日本銀行の固有化にひきつづき……市I1ゆf行地方銀行の社

会化を進めJる.i鉱工業の適正配置J.i基幹となる重要産業を計Irhj的生産の軌道にのせるJ.i計

両経済による流通部門の合理化J.i卸売機関の公営化と rt1小商業のthh同化」といった具体的な施

策を列挙したのである刷。

さらに貿易・為替および農業でも計画化が企凶された。貿易・為替I面では，池旧内閣が自由化

を積極的に推進しようとしていたのに反対した。「ソ連などの社会主義体制国では，国家が貿易を

管理し.[E]際分業の体fljlJを整備しながら計IIlJj的に貿易拡大をはかっている」のに倣って，計画的

に日ソ・日中貿易を飛躍的に拡大させ ]ri) 11寺に，発展途上国との貿易も経済協力や借款の供与を

通じて増大させるというのであるけその結果として期待されるのが対米依存からの脱却であった C

1959年の日ソ・日中貿易は1964年には32.4倍，貿易総額では1.9倍という増加H標が掲げられ，

1959年に全体の33%をrljめた北米貿易は. 1964年に24%に引き下げられる計耐であった(表 3)。

表3 社会党の貿易計凶l
q í_f.~~ : (1万1")c 

1959 1964 1964/1959 

中1-1'1.ソ足l! 37 1.200 32.4 

アジア・アフリカ 1，350 2，500 1.9 

JヒアメリブJ 1，150 1，600 1.4 

ヨーロソ，: 370 自00 2.2 

その他 547 600 1.1 

三! 3，450 6，700 1.9 

iJ:) 1959"1'-は実績桜. 19(込年はHf知It

tH典) II.HI会党政策資料集，N;刊行委t1会編[19901，pp.194-195 

農業に関しては，農用地の拡大と経営の機械化・共!ri)化を促すことが述べられているが，具体

的な施策は，自民党が議会に提出した農業基本法案に対抗して1961年 l月に発表した「農山漁村

生活近代化政策要綱」で示された。そこでは.i農山漁村の前近代的な生活環境を改善し生産活動

の重荷を取り除くため」 水道 道気などの生活基盤を充実することによって「都市と農村との文

化的較差を解消させる」とともに 「その生活を集固化する」方針が打ち出されたのである問。こ

85)成田知己は。 f構造改革という青葉は耳新しいかもしれないが.決して新しい発足1ではないc いままでの党の綱領に基づい

て打出した運動万針，政策なりを体系づけ t日本化しただけのものだJ(f毎日新聞~ 1961 fj'_ 2 f j 7 11) と諮っていた。

86) fI本社会党政策資料集成刊行委員会編[1990 l， p.196. pp.206-207o 

87) r日本経済新Ilfll1961年 1114 H夕刊1..r毎日新聞J1961fjel月5110
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れに基づいて， 2月に，家族農業経営の健全な発展を|刈ろうとする農業基本法の政府原案に対抗

する法案を公表した刷。

このように長期政治経済計画は，重要産業および貿易の計画化，農業の「集団化J，そして社会

主義同との貿易拡大という点に特徴を持つものであったが，それが社会主義の慢位に対する強い

信念に根ざしていることを明らかにしたのが，長期l政策委員会委員長の木村稽八郎の n政治経済

計Illij.Jの基本構想 白民の“成長則論"に対決する」酬と題する論文であった。前述したよう

に，木村は所得{音噌計画を批判した際に「強権的な統治IJJを伴う計i由i経済の必要性を主張したが，

この論文では，そうした計画経済を採則している ljqElの大躍進運動を絶賛している。すなわち，

「ソ連や中国の経済の成長速度，成長率の大きい原I引は「資本主義制度に対する社会主義制度…

…の優位性にある」と断定し， ilii]じ物質的条件のもとでは，社会党の成長政策の方がれ民党の成

長政策よりも優位に立ち より高度の成長をもたらしうる」ゆえに「社会党の成長政策こそが格

差および二重構造拡大の矛盾解決と 高度成長との同時達成を可能ならしめる」と述べたのであ

る。

社会党の大躍進運動に対する高い評価は， 1959年のけ1国訪問以来一貫していたc その時の訪中

団団長の浅沼稲次郎は，物議を醸した 3月13日の演説の後段で中l玉|の経済開発に対する率直な感

動を述べていたが，死後lりiらかになった彼のメモにも， i工業的発展すばらしいJi農業一合作社

運動から人民公社Ji!二地の人民集l，tI所有Ji次の社会に一歩前進してゆく姿を見る」といった走

り書きが見出される(沢木耕太郎 [1982J，p.159)。その頃同党の政審会長を務めた勝間川清ーも，

後年「当時のフルシチョフ……のそ追いつけ・追い越せ運動とそれから中国の大躍進，それらに

かなり刺激されているところが多いですね。だから資本主義の発達よりも社会主義の成長率のほ

うが高いんだ，という考え方が基礎にあったJ(エコノミスト編集部編 [1999J，p.83)と語って

いる。

しかし社会主義に対する信奉は 中 [~Iの現実を見誤らせていた c 木村が先の論文のなかで掲げ

たql匝lの成長率を見ると， 1959年にはその前年よりも成長率がかなり落ち込んでおり，大躍進運

動の不吉な前途を時示していたからである。実際 当初計画が達成される見込みがなくなった

1959年 8月には，食料などの生産目標値の大幅な下方修正を余儀なくされていた(安藤正士

[1974J， pp.470-471)。日本でも，大躍進計画が組踊を来たしつつあることを報じる記事が， 1959 

年に新聞や雑誌に登場し始めていた制。特に悲惨だったのは1961年で 成長率はマイナス30%と

落ち込み，農業は大凶作に見舞われて多数の餓死者を出したのである(南売進 [1990J，p.11，回

88) r毎日新聞j1961 年 21]1611 0 

89) r n fllfl会党j42号， 196();ド1111，所l収。

90) r読売新聞j1959年 2J 120日夕刊， r東洋経済新報J1959年711 ，j 1-1け， [liJ誌1959年9IJ 19日坊など。
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島俊雄 [1998J，pp.182-183)。

3・3 ジャーナリズムの批判

当然ながら，現実的根拠を欠く社会党の姿勢に対する批判は強まった。まず宏池会は次のよう

に社会党に反論した。

社会党の経済理論家であり，計[rhj行である木村橋八郎さんは，白民党一池[11首相のH百干11三十

六年度以降三ヶ年間平均九%の成長を見込んだ高度成長政策は破綻を生じた，失敗したつ

はじめから高すぎたのだ c 無JlHなんだといい，そんなら社会党は11円相l三卜六年度は八%，

以後、二ヶ年は~O%の成長政策を削げているのは113すぎないのかとの反問に対して.いや

わが党なら無理なく 'k現できる。 fllN点かといって.わが党{主計Irhj経消で、いくから ， t'IL(党

のような「資本主義Jの!'i111競争で二積投資，三市投資のむだをさせないし，白衛隊伎な

どをうんとけずって生産的に人と資金を坦lすからだと符えているが，そういう社plJj経済が

珂論上也実際上も，ilirhjどおりに行くべき筈もないし， J~lにソ連でもそうは行ってもいない

し，また万事きちんと ;ihrl!j通りに行なわれないところに，ソ連人民のせめてもの救いがあ

るのだということは.ものごとを素il'(には.掘りさげて考える人にはほとんど白11))のこと

だ……叫

事実守光の経済 5ヵ年計pIrj要綱が掲げた成長率は， rI i場経済のもとで達成された成長実績を下

回り，そのために社会党は LI本の市場経済の成長jJを再評価したのであるから，日本の経験に日11

して考えれば社会主義が資本主義よりも劣っていることになる c 経済 5ヵfF-，l!'lrJrj要綱の基本方針

を踏襲した長期l政治経済，lhrlrjも いくら木村が強弁しようとも 資本i-:義のもとで実現されるで

あろう経済成長を上[nJるはずがない，というのが常識的な感覚であったろう。しかも，所得借用

計画とは比べようもないほど短時11のうちに;i]irlrjが策定される点とともに，策定が党関係者だけ

でおこなわれ， H標数flriの算定根拠がデータではいっさい説明されなかった点も，説得力を欠い

た、小宵降太郎が「十|会党や民社党がr'll('}'tの向うをはって，いい加減な，¥1'算をして八%だとか

~O%だとか競争しているのはナンセンスである J ~2，と酷詳した所以である。

それゆえ，所得倍.l¥")計phjを支持したジャーナリズムがちょうどその裏返しの形で，社会党の計

画に対して相次いで痛烈な批判を浴びせたのは、li然であった。それはまた，ジャーナリズムが全

面的に池山グループの政策情出を支持することを合意していたっ経済審議会の答申以上に池111グ

ループは「小さな政府」の効IIJを強調していたからである。

社会党批判の先頭を切ったのは『日本経済新聞jで，長期政治経済計l由iの公表直前に社会党と

91)宏池会『資料j:n46与'i.196Jf1.12 J 1. 1'1'.5-6. 

92川、安隆太郎 [1960].1'.80 
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民社党の予算編成構想を知らされたIJI]紙の社説は，次のようにIlld党の高成長論の難点を指摘した。

「社会党の初年度八%，民社党は三十六年度八ないし九%というように経済成長の考えを取り入れ

ているJ。しかし，経済成長を i¥功、にして実現するかという肝心な点については，両党ともに依

然としてくふうに乏しいといわざるをえなlリご「低所得者の生活水準を緊急に引き上げることに

より国民の消費水準を高め.1王l内市場を拡大する」のは結構だが.iそれが永続性を持つのか，一

時的なものにとどまるのか，ということはあくまで別問題のはずであるん「分配する富が十分に

しかも永続して生み出されるのでなければ，それは絵にかいたもちに等しい……両党の財政政策

にみられる最大の欠陥はこの点にあるといえよう」制。

『朝日新聞Jの社説は，まず「九%の成長率に対しでも，よほどの好条件と高度の政策的措置

を前提にしなければ，実現がむずかしいという空気が一般に強いのに，社会党が~O%の II 悼を

掲げたのは，いささか対抗意識のみが鼻につき過ぎる感じである」と述べ，続けて，設備投資の

計画化，勤労意欲の向上，所得倍差の解消などをいかにして「達成するかについては，具体的な

政策が明らかにされていないので，こうした理由を並べるだけでは，一般を納得させることは無

理であろう」と非難した。特に批判を集中させたのが貿易計l婦であった。「国際収支の均衡化をは

かるためJの中ソやアジア・アフリカ向け輸出を拡大させるという点については.iさらに突っこ

んだ説明が必要であろう j。そもそも. rjlソ貿易の拡大に関して「どれだけの成算があるのであろ

うかJciこの前提がくずれれば，い;1際収支に大穴があき，経済成長の日標が達せられなくなるだ

けに，もっと慎重な検討が望まし Lリe iアジア・アフリカ地域への輪I町二十七億ドルにしても，

そんなうまいことがどこまでロJ能なのか」刷。

貿易の非現実性については.r読売新聞』の社説も同様に論難した。 iC二重構造〕を是正しなが

ら，一方では高成長を続けることが，実際問題として|周年間という短期間に達成できるものだろ

うか」。また.i国際経済との関連について，甘い考えをもちすぎているのではないかi特に「対

共産国貿易について」は「政治的にいろいろな制約があるわけで，これがなくなって，友好関係

が樹立されたとしても，同年間に二十倍近く飛躍が期待できるとは思えなLリ町，と c さらに農

業の共同経営にしても.r毎I1新聞Jは「現実の問題として資本主義経済のもとで，こうした農業

経営の共同化がなりたちうるものだろうか。法制的にも農民の社会的な心理のうえからも問題が

あろう」悶と批判した。

共同経営化により農業における雇用の維持をできるだけ凶ろうとする社会党の方針についても

93) rH本経済新聞J1960年9J 11311。

94) r朝日新聞J1960年91'115日。

95) r読売新聞J1960if 9 J 11611。

96) r毎日新聞j1961年 21116110
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lifi度成長WJの経済政策構恕

『毎日新I.1'rHは，

過剰就業状態にある労働力を十分農業に眼収することができるであろうか それがで

きなければ農民の所得および乍泊を豊かにすることは望めない……農業従事者の所得と生

活を非農業と釣りあいをもたせようとすれば，農業就業人11のil，長少を期待するよりあるま

l 、3 そして現実に日本経済の高度成長のなかで，農村からはかつてないはげしい労働力の

流出がおこっている。政府案はそこに農業構造改革の子がかりをつかんで，日本農業の近

代化をはかろうとするものだとJlll解される。社会党はこれを貧農キリだとして，共同化を

打lBしたわけで、あるが， Jth;]化は流出をいっそう促進することになるだろう 97)， 

と，その政策が無効なことをi，i'ir.!lに批判していた

社会主義志向を観念的， Jlg念[ドjなレベルにとどめている!l'dの社会党は，衆議院における「三分

の一」勢力でしかなかったわけであるが，その社会主義志向を現実的な政策として具体化したた

め，すなわち，自民党の提示する所得倍増計IflJiとの相遣を鮮rIlIにし， I強権的な統制」の方針を明

確にしたために，ジャーナリズムからいっせいに手厳しい批判を被り，その 3分の lの議員数さ

え維持できず長期的衰退への道に踏み出す結果となってしまった。現実路線を掲げ一時評判にな

った構造改革派の経済計i山iで、すらこうであったから， f反に，その後構造改革派が社会党の主導権

を.jlilり続けたとしても，事態が好転したとはとてもjよlえない。大I，J的には， !モ!F京的なシステム問

競争のなかでn民党，社会党がそれぞれ経済システムに対するスタンスを明確にせざるをえない

という，まさにその状況下i体のなかに，社会党の長期衰退への道が準備されていたといえるのか

もしれない。

おわりに

所得倍増計画を字義どおりに!E!l(所得の倍噌のための実行プラン，あるいは単なる高成長政策

と見なしたのでは，その意iχiはf明解で、きず，高度成長における供爪勺!i'hiの役割も見誤ることにな

る。池[fJや，下村治をはじめとする池川のブレーンの意図が， [E]K所得の倍増そのものにあった

わけではない。彼らの狙いは，為f干.t''t易の自由化への積極的な対応として.市場原理の作動範

問を拡張しながら需要に応じた公共投資を展開することによって 11本の経済システムの効率性を

高めることにあった。同時にそれは 経済システムの選択という形で、lllij則陣営に帰属することの

正当性・有利性を国民に再認識させるという政治的日的も有していた。必然的に，所得倍増計l阿

においては民間の活力を最大限引き出すような政策 均衡財政を前提とする公的資金の効率的

97) r毎日新聞J1961 fr 2 1120 fI G 
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な使用一ーがその什 fとならざるをえなかったのである日

池田グループが経i斉システムの選J尺におけるスタンスをJlJJtk:にHちmしたことにより，社会党

は，その社会主義への志向を実現するための具体的なプログラムをI斗民に示すことを余儀なくさ

れた。そこで.[fIJ党は計flJlj経済への移行の第一歩としての長則政治経済計画を立案し，池山グル

ープとの差異を際立たせようとした。しかし，現実に高成長を続ける日本に計画経済的要素を導

入するとともに，社会主義諸rEIとの貿易を飛躍的拡大することによって，池日lグループが示す以

上の高率の経済成長を実現しようとする社会党の構想、に説得力はなかった。事実，ジャーナリズ

ムは挙って社会党の非現実引を批判した p こうしてシステム選択の11'r]題で国民の支持を得られな

かった社会党は，これ以後長則的な衰退の道を辿っていくことになる。

このように，池111内閣がぷした“所得倍増"が明確なILI家11j~~ となってシステム選択の問題に

終止符が打たれ，いったんは動揺した f55年体制Jは安定を取り戻したn しかも，周知のように

経済成長が急ピッチで進み，実質IE1民総生産は10年間で 3倍近くに達したのである。システム選

択の問題に決着を付けて社会党を衰退の道へ導くとともに，氏11'r]の活力を引き出し所得を大いに

噌加させようという池川グループの意|ヌ|は，十分に達成されたといえよう。しかも，その急成長

の原動力である民間投資が太平洋岸ベルト地帯に集中したため，ベルト地帯には隆路打開のため

に，公共投資を集中させる必要があった。そうである以上，いかにJ'j民党内に太平洋岸ベルト地

帯構想、に対する反発があり，地域I/¥Jの均衡発展を実現するためのIEJ土計pBjの実施を要求する声が

強くなろうとも，所得倍増計 plJjが設定した枠組みを大きく踏みmし，高度経済成長の支障となり

かねないような地方国への公共投資が認められるはずはなかった。つまり，成長拠点はある程度

分散させるとしても，ベルト地借を重視する公共投資計ilBjそのものは，効率性の重視と現実の要

請への対応として貫徹されねばならなかったのである。

そうした政策の結果，高度成長が持続され二重構造からのmt};!lが達成された。これは表 2から

も潟われる。すなわち.1960年代における生産性の伸びは最高が第 2次産業，次いで第 3次産業，

第 l次産業となっていたが，逆に物価上昇率は第 l次産業，第 3次産業，第 2次産業のIi固となっ

ている n 高生産性部門は物fdli.1-_ ~i" 率が相対的に低く，低)tmi'I~1 部門は物価上昇率が高かったので，

全体として高生産性の近代部門と低生産性の在来部門との問の所得格差は解消に向かったと考え

られるのである制。

しかし，池田内閣以降の 11本政府は，資本主義の社会主義に対する優越性を示す事実としてそ

の成果を広く海外に主張しようとする努力に欠けていた。そのJlJfl-lrlま おそらく所得の急速な向

上の果てに経済成長に対する幻滅感や批判が，日本人の聞に浸透し始めたことにあろう。貧附を

98)この点は'1'村隆英 [1993a}.p.28もJ行仰している。
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解決し卜分に t~:_;J t巾i何本iVに到達したまさにそのH寺，日成長の代償として欣;位されてきた大気や

海洋の汚染，あるいは農村の過疎化といった問題がクローズ・アップされたからである。そのた

め高度成長の成果を誇るどころか逆に.その主役であった市場経済システムや企業に批判の矛先

が向けられ， rti場に代作する政府の役古IJの拡大が求められることになったひ事実，国際的に見て

際立って小さかった政府は， 1970年代以降かなり大きくなっている(表 1) 日度成長という id大

の“成功体験"が正しく祈り継がれてこなかったのは，過大な公共投資と!(加の財政赤字の重圧

に苦しむ今 11のLl本経済を考えると.まことに不幸なことであったといわねばならない。
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